
第１表 査定昇給制度の状況 

（平成 17 年職種別民間給与実態調査） 

（単位：％）   

         役職段階 

 項目 
課長級 係員 

計    １００.０       １００.０ 

昇給制度あり ８０.２ ８７.４ 

査定昇給あり ８３.１ ８２.２ 

 

査定昇給なし １６.９ １７.８ 

昇給制度なし １１.０ ６.９ 

 年俸制 ３２.１ － 

不明 ８.８ ５.７ 

（注） 昇給制度の内容は、昇給制度ありを 100 とした割合である。 

 

第２表 査定昇給による評価区分別の人員分布状況 

（平成 17 年職種別民間給与実態調査） 

（単位：％） 

評価区分別従業員割合 
       項目 

 

  役職 上 位 者 標 準 者 下 位 者 

課長級 ２４.９ ５５.５ １９.６ 

係 員 ２５.９ ５４.４ １９.７ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



第３表 査定昇給の昇給水準分布状況 

（平成 17 年職種別民間給与実態調査） 

（最上位）                                           （単位：％） 

課長級 係員     項目 

最上位水準階層 百分比 累積比 百分比 累積比 

１００％超 １１０％以下 １８.４ １８.４ １５.４ １５.４ 

１１０％超 １２０％以下 １３.５ ▲ ３１.９ １０.３ ▲ ２５.７ 

１２０％超 １３０％以下 １０.０ ４１.９ ８.４ ３４.１ 

１３０％超 １４０％以下 ４.２ ４６.１ ７.４ ４１.５ 

１４０％超 １５０％以下 １２.４  ○ ５８.５ １３.５ ○ ５５.０ 

１５０％超 １６０％以下 １.５ ６０.０ ２.９ ５７.９ 

１６０％超 １７０％以下 １.９ ６１.９ ８.４ ６６.３ 

１７０％超 １８０％以下 ２.４ ６４.３ ３.３ ６９.６ 

１８０％超 １９０％以下 ３.２ ６７.５ ０.５ ７０.１ 

１９０％超 ２００％以下 ８.４  ▼ ７５.９ １０.１ ▼ ８０.２ 

２００％超 ３００％以下 １１.２ ８７.１ ８.３ ８８.５ 

３００％超 ４００％以下 ３.１ ９０.２ ４.９ ９３.４ 

４００％超 ５００％以下 ４.５ ９４.７ ２.３ ９５.７ 

５００％超 ５.３ １００.０ ４.３ １００.０ 

 

（最下位）                                           （単位：％） 

課長級 係員     項目 

最上位水準階層 百分比 累積比 百分比 累積比 

９０％超 １００％以下 １３.４ １３.４ １１.１ １１.１ 

８０％超  ９０％以下 ６.１ １９.５ ８.６ １９.７ 

７０％超  ８０％以下 １０.９ ▲ ３０.４ ９.４ ▲ ２９.１ 

 ６０％超  ７０％以下 ６.０ ３６.４ ７.６ ３６.７ 

５０％超  ６０％以下 ６.１ ４２.５ ５.５ ４２.２ 

４０％超  ５０％以下 ６.３ ４８.８ ８.０ ○ ５０.２ 

３０％超  ４０％以下 １.２ ○ ５０.０ ４.２ ５４.４ 

２０％超  ３０％以下 ３.１ ５３.１ ３.４ ５７.８ 

１０％超  ２０％以下 ２.６ ５５.７ ２.１ ５９.９ 

０％超  １０％以下 ０.８ ５６.５ ２.１ ６２.０ 

０％ （昇給なし） ２６.６ ▼ ８３.１ ２５.０ ▼ ８７.０ 

マイナス昇給 １６.９ １００.０ １３.０ １００.０ 

（注） 累積比欄の▲印は第１四分位を、○印は分布の中位を、▼印は第３四分位を示す。 

 

 



第４表 冬期賞与の考課査定分の配分状況 

（平成 17 年職種別民間給与実態調査） 

（単位：％） 

課長級 係員級 
項目 

一定率（額）分 考課査定分 一定率（額）分 考課査定分 

企業規模計 ４９.２ ５０.８ ５９.１ ４０.９ 

 

第５表 冬期賞与の成績区分別の人員分布状況 

（平成 17 年職種別民間給与実態調査） 

（単位：％） 

課長級 係員級 
項目 

上位者 標準者 下位者 上位者 標準者 下位者 

企業規模計 ２８.８ ４８.９ ２２.３ ２８.４ ４９.２ ２２.４ 

 

第６表 冬期賞与の支給状況（最上位者・最下位者） 

（平成 17 年職種別民間給与実態調査） 

（単位：％） 

課長級 係員級 
項目 

最上位者 標準者 最下位者 最上位者 標準者 最下位者 

企業規模計 ２０２.０ １００.０ ２２.７ １９９.７ １００.０ ２３.６ 

 

第７表 基本給の下がった従業員に対する現給保障等の経過措置の状況 

（平成 17 年職種別民間給与実態調査） 

（単位：％） 

経過措置を 
        項目 

 

  役職 行った 行わない 

課長級 ８２.４ １７.６ 

係 員 ８７.０ １３.０ 

（注） 基本給引下げを伴う制度改正を行った事業所は、全事業所の 33.3％（課長級）、35.1％（係員）である。 

 


